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（2）　 PPP（Public Private Partnership）PFI4）
 3） 貝戸清之・青木一也・小林潔司（2010）「実践
的アセットマネジメントと第 2世代への展望」，





































































 7） 町田（2009），p. 23より引用．
 8） 同上．
表 2-1　わが国における PFIの時系列推移
平成 11年 平成 12年 平成 13年 平成 14年 平成 15年 平成 16年 平成 17年 平成 18年 平成 19年 平成 20年 平成 21年
実施方針公表件数 3 11 27 47 45 46 40 38 44 36 29
国 0 0 0 7 8 6 9 3 14 9 7
独立行政法人等 0 0 0 14 2 9 2 1 1 3 1
都道府県 1 5 9 7 10 13 10 8 6 4 8
政令指定都市 2 3 2 5 6 4 6 6 6 6 2
市町村 0 2 15 14 19 14 13 20 18 13 12
年あたり事業者数 3 10 26 47 45 46 40 38 45 35 30
供用開始した事業 0 1 2 10 7 24 47 41 45 31 32
事業費（億円） 0 297 1,147 3,210 2,858 1,722 5,565 4,921 5,024 5,526 1,947
出典 :  内閣府 PFI推進室（http://www8.cao.go.jp/pfi/pdf/annual2103.pdf）図 1-1-17、図 1-1-18より作成）
表 2-2　PFIによる事業分野
平成 11年 平成 12年 平成 13年 平成 14年 平成 15年 平成 16年 平成 17年 平成 18年 平成 19年 平成 20年 平成 21年
教育と文化 2 9 18 11 18 11 15 13 12 5
健康と環境 1 5 4 8 8 6 8 9 6 6 7
庁舎と宿舎 9 8 4 4 1 12 9 7
まちづくり 1 2 5 3 4 6 7 4 3 2 1
あんしん 3 4 7 3 1 1 2
産業 2 3 2 2 1 2 1
生活と福祉 2 5 4 1 3 2
その他 1 4 4 5 7 1 5 6 4 4
年あたりの事業数 3 11 27 47 45 46 40 38 44 36 29
出典 : 内閣府 PFI推進室（http://www8.cao.go.jp/pfi/pdf/annual2103.pdf）図 1-1-19より作成）
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18） 鬼頭俊泰「判批」税経通信 67巻 12号（2013年）
199頁。














































































































（民法 466条 1項），以下 3つの場合にはその譲
渡性が制限される。すなわち，① 債権の性質
による制限（同項但書），② 法律により譲渡を
22） 最判平成 11年 1月 29日民集 53巻 1号 151頁，
最判平成 13年 11月 22日民集 55巻 6号 1056頁，





24） 最判平成 11年 1月 29日民集 53巻 1号 151頁。
























































































































32） 最判昭和 49年 3月 7日民集 38巻 3号 540頁。
33） 最判昭和 55年 1月 11日民集 34巻 1号 42頁。
34） 最判平成 5年 3月 30日民集 47巻 4号 3334頁。
35） 岡島ほか・前掲注（23）185頁。
36） 最判平成 24年 9月 4日集民 241号 63頁。
37） 2004年改正において，債務者が特定していない
将来債権譲渡についても登記することが可能と
なった（動産債権譲渡特例法 8条 2項 4号，動
産債権譲渡登記規則 9条 1項 3号）











































































































































































れ ,Y Y0 0K L2 2  であり，それぞれのサブスプ
リクトはそれぞれの変数での微分を意味する。
つまり， /Y Y KK i2 2= （雇用量についても同様）























に変換するためには，一般物価水準 pr^ h で（A-3）
の右辺を除する必要がある。つまり，
,Y f K Li i= ^ h
Y pX q Zn i i= -!






Y q Zn i i
=
+!  であることから，陰関数で表
すと , , ,X X Y Z p qn i i= ^ h であり，Yn は（A-1）


















ia+r rc m!  が該当する42）。（A-7）
を txおよび tiについて微分すれば，
　　　　　　　　　　（A-8-1）









consti i /a-r rc m!  であると仮定する（佐々
木・国久（2007）, p. 7参照）。
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与える要素であるということが分かる。つまり，
財の輸送など空間を考慮することで，生産要素
としての時間距離が重要な概念となりうる。
（A-8-1）および（A-8-2）では，単位時間距離
が増加するという状況を示している。換言すれ
ば，このことは地域間輸送の抵抗が大きいこと
を意味する。一方で，交通改善などによって時
間距離が減少するような場合について考慮して
みると，（A-8-1）および（A-8-2）の符号条件
はそれぞれ逆になり生産量にプラスの影響をも
たらすといえる。
